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5-5．遊水機能の維持 

現在の大規模な土木工事が行えなかった時代から、先人達は、住宅は高台に建

築したり、河川堤防は、連続堤防ではなく、霞堤 6)等を存置するなどして、河川

沿いの浸水しやすい農地等の土地に一時的に流水を滞留させる遊水機能を持た

せることにより、その地点や下流の洪水被害を軽減してきた。そのような土地に

おいて、盛土等が行われると遊水機能が減少し、住宅等が建築されると洪水時に

甚大な浸水被害が発生するので、連続堤防の整備等河川が整備されるまでの間に

は、遊水機能を維持することが望ましい。 

このため、県、市町及び県民は、規模の小さい山間の農地・荒地の貯留・遊水

機能が発揮されるような地形については、その保全に努める。県及び市町は、河

川改修以外の事業の実施にあたっても、遊水機能が高いと考えられる土地に配慮

するとともに、民間の開発等についても、遊水機能が高いと考えられる土地及び

その機能について開発事業者等に十分な周知を図り、開発抑制を図る。 

 

 

霞堤の機能イメージ 

 

 

 

 

6） 霞堤：堤防のある区間に開口部を設け、上流側の堤防と下流側の堤防が、部分的に重複する

ようにした不連続な堤防のことである。洪水時には開口部から水が逆流して堤内地に湛水し、

下流に流れる洪水の流量を減少させる。洪水が終わると、堤内地に湛水した水を開口部から

排水する。急流河川の治水方策としては、非常に合理的な機能といわれている。 

通常時 

洪水時 

洪水後 
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5-6．森林の整備及び保全 

計画地域の大部分は森林で覆われており、保全の行き届いた森林は、土砂流出

の抑制や斜面崩壊防止に対して有効に機能する。同時に、水源涵養機能、水質浄

化機能や保水機能も有し、治水・利水・環境の面において非常に重要な役割を果

たす。 

一方、高齢化の進行により、森林管理が行き届かなくなるおそれがある。 

■計画地域での分布状況 

森林は、計画地域北中部に位置する朝来市、神河町、市川町、福崎町、姫路市

に多く分布している。 

森林面積一覧 

市町名 
面積 

（ha） 

土地利用割合 

（％） 

朝来市 9,604.74 93.10 

神河町 16,797.18 87.16 

市川町 6,350.41 76.82 

福崎町 2,564.50 55.57 

（加西市） 376.13 88.19 

姫路市 24,002.70 55.97 

高砂市 163.39 32.43 

太子町 726.00 46.14 

（たつの市） 97.57 55.98 

（加古川市） 582.72 91.61 

合 計 61,268.34 68.30 

※（ ）書きは、流域のみで法定河川は含まれていない市 

出典：国土数値情報 土地利用データ平成21年              

 

森林の持つ公益的機能の高度発揮を図るため、公的関与による森林管理の徹底、

多様な担い手による森づくり活動の推進を基本方針として、「新ひょうごの森づ

くり:第 2 期対策(平成 24～33 年度)」を推進し、人工林に関する“森林管理 100%

作戦”では、間伐が必要なスギ・ヒノキ人工林について、市町と連携した公的負

担による間伐及び作業道開設を実施するほか、里山林対策においては、手入れさ

れなくなった里山林の再生を行う。 

また、防災面での機能を高めるため、災害に強い森づくり：第 2期対策（平成

23～29 年度）に取り組み、 

① 緊急防災林整備（流木・土石流災害が発生するおそれのある渓流域の森林機能強化） 

② 里山防災林整備（集落等裏山森林の防災機能強化） 

③ 針葉樹林と広葉樹林の混交林整備（高齢人工林の機能強化） 

を推進する。 
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間伐、里山林整備、「災害に強い森づくり」整備実施面積 

項目 

中播磨県民局管内

での整備実施面積 

【H24 累計値】 

（ha） 

中播磨県民局管内

での整備目標面積

【H32 目標値】 

（ha） 

間伐の実施面積 13,850 20,926 

里山林の整備面積 1,494 2,147 

「災害に強い森づくり」整備実施面積 3,273 3,901 

合計 18,617 26,974 

注）中播磨県民局管内と計画地域の範囲は異なる 

     中播磨県民局管内には、朝来市は含まれていない 

出典：姫路農林水産振興事務所提供資料       

「災害に強い森づくり」実施面積一覧（平成 18 年度～平成 23 年度） 

整備区分 
実施面積(ha) 合計面積 

(ha) 朝来市 神河町 市川町 福崎町 姫路市 

緊急防災林 1,701 1,298 158 7 1080 4,244 

里山防災林 135 63 0 28 13 239 

針葉樹林と 

広葉樹林の混交林 
106 152 33 0 0 291 

合計 1,942 1,513 191 35 1093 4,774 

 

災害に強い森づくりの取り組み事例 

整備区分 概要 

緊急防災

林整備 

 

(斜面対策) 

急傾斜地等のスギ・ヒノキの人工林を対象に、森

林の防災機能を高めるため、間伐材を利用した土

留工を設置するとともに、スギやヒノキの人工林

が大半を占める危険渓流域内の森林を対象に、間

伐木を利用した土留工を設置する。 

(渓流対策) 

被災した渓流や、スギ・ヒノキ人工林が大半を占め、土石流や流木

災害が発生するおそれのある危険渓流域の森林を対象に、流木災害

の軽減を図るため、危険木の除去や災害緩衝林整備、簡易流木止め

施設の設置等の渓流沿いの整備を実施する。 

里山防災

林整備 

倒木や崩壊の危険性の高い集落裏山の森林を対象

に、山地災害防止機能等を高めるため、危険木伐

採等の森林整備や簡易防災施設の設置等実施す

る。 

針葉樹林

と広葉樹

林の混交

林整備 

樹種・林齢が異なる水土保全能力の高い森林

に誘導するため、大面積に広がる手入れ不足

のスギ・ヒノキの高齢人工林を部分伐採し、

その跡地にコナラ等の広葉樹を植栽する。 
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■計画地域での特徴的な取り組み 

森林が多く分布する朝来市、神河町、市川町、福崎町、姫路市では、緊急防災

林整備、里山防災林整備、針葉樹と広葉樹の混交林整備を実施しており、今後も

順次整備を進める予定である。 
 

森林の保全等に関する取り組み一覧 

対象 現在の取り組み 今後の取り組み 

計
画
地
域 
全
体 

県 

・保全のみではなく森の回復と再生を目指

し、平成 14 年度から 10 ヵ年計画で「新

ひょうごの森づくり」を進めた。現在で

は、平成 24 年度を初年度とする第 2 期計

画（10 ヵ年計画）を推進している。 

・平成 18 年度から導入した県民緑税を活用

し、森林の防災面での機能強化を早期、

確実に進めるため、「災害に強い森づく

り」を推進している。 

・関係機関、森林所有者、地域住民等と連

携し、人工林の間伐等を進める。 

・急傾斜地にある間伐対象人工林の表土侵

食の防止対策や高齢人工林の一部を広

葉樹林へ誘導する。 

・保安林・林地開発許可制度を適切に運用

し、無秩序な伐採・開発行為の規制等に

努める。 

市 ・「災害に強い森づくり」を推進している。 ・左記を継続的に実施 

朝来市 
(計画地域全体の取り組みと同様) (計画地域全体の取り組みと同様) 

・市森林整備計画により整備保全を図る。 

神河町 

(計画地域全体の取り組みと同様) (計画地域全体の取り組みと同様) 

・森林保全のため、町独自事業として間伐

の実施を予定している。 

市川町 (計画地域全体の取り組みと同様) (計画地域全体の取り組みと同様) 

福崎町 (計画地域全体の取り組みと同様) (計画地域全体の取り組みと同様) 

姫路市 (計画地域全体の取り組みと同様) (計画地域全体の取り組みと同様) 

高砂市 (計画地域全体の取り組みと同様) (計画地域全体の取り組みと同様) 

太子町 
・自然的・社会的要請に配慮しつつ総合的

な森林資源の整備を図る。 

・町森林整備計画基本方針により整備保全

を図る。 
 

 
緊急防災林整備（神河町） 
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5-7．（参考）山地防災・土砂災害対策 

平成 21 年 8 月災害では、山腹崩壊等による土石・流木の流出が下流部におけ

る被害を増大させた。一方、治山ダム・砂防えん堤設置箇所では土砂・流木が捕

捉され、治山・砂防施設には被害を大幅に軽減する効果があることが再確認され

た。また、緊急防災林整備では、間伐木土留工等の設置による土砂等の流出抑止

効果があることも確認された。 

このように山地防災・土砂災害対策は、山地や森林を保全することにより、保

水力を維持し、土砂流出による下流河川の流下能力低下を防止する効果もあるた

め、総合治水対策と平行して取り組みを進めていく。 

「山地防災・土砂災害対策緊急５箇年計画」(H21～25)では、治山ダム・砂防

えん堤の重点整備と災害に強い森づくりを総合的に推進してきたが、未対策箇所

が多く残ることから、引き続き土砂災害から人命を守ることを目的に、「第２次

山地防災・土砂災害対策５箇年計画」(H26～30)により事業推進を図る。 
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6．減災対策 

6-1．浸水が想定される区域の指定 

県及び市町は、県管理河川について、大雨によって氾濫した場合に、浸水が想

定される「区域」と「水深」を公表するとともに、県民への周知に努める。また、

現地に浸水深を表示する方法についても検討していく。 

県は、浸水想定区域図を関係市町に通知し、市町はハザードマップの作成・周

知を行う。 

■計画地域での特徴的な取り組み 

市町は現在、ハザードマップの作成・周知を行っており、今後もハザードマッ

プのさらなる周知に努める。 

高砂市では、ハザードマップのほか、出前講座や広報、ホームページを利用し

て周知を図っており、今後も継続的に実施する。 

神河町では、平成 25 年度にハザードマップの改定と全戸への再配布を行った。 

浸水が想定される区域の指定に関する取り組み一覧 

対象 現在の取り組み 今後の取り組み 

計画

地域 

全体 

県 
・浸水想定区域図の作成 

・ＣＧハザードマップによる浸水想定

区域等の公開 

・水位周知河川の想定し得る最大規模の降

雨での浸水想定区域図を順次作成する。 

・作成したハザードマップ等のより一層の

利活用を図り、住民が被害にあわないた

めに必要な知識の啓発に努める。 

市町 
・ハザードマップの作成・周知 ・ハザードマップのさらなる周知に努め

る。 

朝来市 
(計画地域全体の取り組みと同様) (計画地域全体の取り組みと同様) 

・浸水深表示板の設置 

神河町 

(計画地域全体の取り組みと同様) 

・H25 でハザードマップの改定と全戸

への再配布を行う。 

(計画地域全体の取り組みと同様) 

市川町 (計画地域全体の取り組みと同様) 
(計画地域全体の取り組みと同様) 

・浸水想定区域の見直し 

福崎町 (計画地域全体の取り組みと同様) (計画地域全体の取り組みと同様) 

姫路市 
(計画地域全体の取り組みと同様) 

・姫路市浸水危険箇所連絡会議の設置 
(計画地域全体の取り組みと同様) 

高砂市 

(計画地域全体の取り組みと同様) 

・高砂市治水対策庁内連絡調整会議の

設置 

・出前講座、ハザードマップ、広報、

ホームページ等を利用して周知を

図っている。 

(計画地域全体の取り組みと同様) 

・現在の取り組みを今後も継続する。 

太子町 (計画地域全体の取り組みと同様) (計画地域全体の取り組みと同様) 
 

 

 

 

 

高砂市出前講座の様子 
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浸水想定区域図の作成 

県は、全ての県管理河川の浸水想定区域図を作成することとしており、すでに

作成済の浸水想定区域図についても、河川整備基本方針の見直しや洪水調節施設

の整備、土地利用の大規模な変更など必要と認められる場合には適宜見直しを行

う。また、水防法改正に伴い、水位周知河川の想定し得る最大規模の降雨での浸

水想定区域図を順次作成するとともに、市町に提供する。 

また、浸水想定区域図を「兵庫県 CG ハザードマップ 7）（地域の風水害対策情

報）」に掲載し、県民への周知に努める。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

兵庫県ホームページによる浸水想定区域図の周知 

出典：兵庫県HP内 （URL：http://www.hazardmap.pref.hyogo.jp/） 

7） 兵庫県 CG ハザードマップ：県民の防災意識の向上を図り、災害時に県民がより的確に行動できることを目指

して、風水害（洪水、土砂災害、津波、高潮）の危険度（浸水エリア、危険箇所等）や避難に必要な情報等

を記載した「CG ハザードマップ」を作成し、平成 17 年 8月から県のホームページで公開している。 

①  

兵庫県のホームページ（トップペー

ジ）の「防災情報内の CG ハザード

マップ」をクリックすると左図が表

示されます。 
 

左図①をクリックすると 

【CG ハザードマップ】が表示 

 身の周りの危険箇所が地図で見

られます。 

兵庫県 HP 内の CG ハザードマップ トップページ 

浸水想定区域図 
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（1）ハザードマップの作成・配布 

市町は、県から提供された「浸水想定区域図」をもとに、これに避難所の位置

等の防災情報を記載した「ハザードマップ」を作成・配布するとともに最新の情

報を反映するよう努める。県は、CG ハザードマップの充実・周知に取り組む。 

 

ハザードマップの作成年月と更新年月 

水系名 市町名 
ハザードマップ 

作成年月 

ハザードマップ 

更新年月 
掲載先（URL） 

大津茂

川 

姫路市 平成 19 年 3 月 ― 
http://www.city.himeji.lg.jp/syoubou/ 
plaza/hazardmap/hm_river_00_index.html 

太子町 平成 20 年 5 月 平成 24 年 7 月 http://www.town.taishi.hyogo.jp/ 
dd.aspx?menuid=1913 

夢前川 姫路市 平成 19 年 3 月 ― 
http://www.city.himeji.lg.jp/syoubou/ 
plaza/hazardmap/hm_river_00_index.html 

船場川 姫路市 平成 20 年 3 月 ― 
http://www.city.himeji.lg.jp/syoubou/ 
plaza/hazardmap/hm_river_00_index.html 

市川 朝来市 平成 19 年 5 月 ― http://www.city.asago.hyogo.jp/bousai/ 
bousaimap/index.htm 

神河町 平成 18 年 8 月 平成 25 年度中

に更新予定 

http://www.town.kamikawa.hyogo.jp/ 
forms/info/info.aspx?info_id=7569 

市川町 平成 20 年 3 月 平成 23 年 3 月 http://www.town.ichikawa.hyogo.jp/ 
forms/info/info.aspx?info_id=21858 

福崎町 平成 20 年 3 月 ― http://www.town.fukusaki.hyogo.jp/bousai
-map/ 

姫路市 平成 18 年 3 月 ― 
http://www.city.himeji.lg.jp/syoubou/ 
plaza/hazardmap/hm_river_00_index.html 

八家川 姫路市 平成 20 年 3 月 ― 
http://www.city.himeji.lg.jp/syoubou/ 
plaza/hazardmap/hm_river_00_index.html 

西浜川 高砂市 平成 20 年 3 月 平成 25 年度中

に更新予定 

http://www.city.takasago.hyogo.jp/ 
index.cfm/6,7038,69,597,html 

天川 高砂市 平成 20 年 3 月 平成 25 年度中

に更新予定 

http://www.city.takasago.hyogo.jp/ 
index.cfm/6,7038,69,597,html 

姫路市 平成 20 年 3 月 ― 
http://www.city.himeji.lg.jp/syoubou/ 
plaza/hazardmap/hm_river_00_index.html 
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（2）災害を伝える～まるごと・まちごとハザードマップ 

市町は、過去の災害を忘れないために、実績浸水深を公共施設等に明示するこ

とに努めるとともに、浸水実績がない、あるいは不明の場合には想定浸水深を表

示することに努め、現地において浸水時の状況をイメージするための一助とする。

また、県及び市町は、地先での実績浸水深や避難所の案内表示等についても今後

検討していく。 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：国土交通省 近畿地方整備局 豊岡河川国道事務所  まるごとまちごとハザードマップ HP内 

（URL：http://www.kkr.mlit.go.jp/toyooka/marumachi/） 

  

実績浸水深表示板 S51 災害･赤穂市役所 実績浸水深表示板 H21 災害･佐用町上月庁舎 

実績浸水深表示板 城崎総合地所 避難所案内表示板 小坂小学校前交差点 
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6-2．県民の情報の把握 

行政の｢知らせる努力｣と、地域住民の｢知る努力｣が相乗して、はじめて提供す

る情報が生きることになることから、県民は、県や市町から発信される防災情報

を収集し、水害リスクに対する認識の向上に努める。 

 

6-3．浸水による被害の発生に係る情報の伝達 

県及び市町は、県民の避難の助けとなる情報を迅速かつ確実に提供できるよう

情報提供に努める。 

市町は、水防計画への反映やフェニックス防災システムの増設等、提供された

情報の効果的・効率的な活用方法を検討する。 

県民は、情報を把握するとともに、他者への伝達により、自らそれぞれの安全

の確保に努める。 

 

■計画地域での特徴的な取り組み 

県は現在、洪水時に水位局での 3時間後の水位予測及び氾濫予測を実施し、こ

れを市町や消防・警察へ配信することで的確な避難勧告等の発令や水防活動を支

援（フェニックス防災システム）しており、今後は予測の精度向上に取り組む。 

市町は現在、メール機能、ホームページ、防災無線、広報車等を利用してきめ

細かな情報発信に努めており、今後も的確な避難勧告等の発令に努めていく。 
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浸水による被害の発生に係る情報伝達に関する取り組み一覧 

実施主体 現在の取り組み 今後の取り組み 

計画
地域 
全体 

県 

・市川水系を洪水予報河川に指定し、神戸地方気象台

と共同して洪水予報を発表し、TV 等のメディアを通

じて早期警戒避難を支援している。 

・水位局での 3時間後の水位予測及び氾濫予測を実施

し、これを市町や消防・警察へ配信することで的確

な避難勧告等の発令や水防活動を支援（フェニック

ス防災システム）している。 

・地上デジタル放送等を利用した水位情報等の配信を

実施している。 

・洪水時の水位予測等を市町へ配

信し、水防活動や避難勧告等の

発令の支援を図る。 

・継続して信頼性を高めていく必

要のある予測であるため、実績

洪水等を踏まえ、予測の精度向

上に取り組む。 

・今後も正確な配信に努める。 

朝来市 

・合併前に整備した旧町単位でのシステム（CATV、防

災無線）を使用し情報の伝達を行っている。 

・基本構想に沿った情報伝達シス

テムを整備する。（防災行政無

線） 

神河町 

・水位計及び消防団からの現地報告。 

・平成 25 年度から、水防本部が設置されて以降の雨

量・水位観測情報をＣＡＴＶで流す取り組みを行っ

ている。 

・町独自で水位計を７箇所、雨量計を８箇所設置し、

町ホームページのリンク先で確認できる。 

・従来に加え、24 年度設置の量水

標の水位報告を消防団より受

け、きめ細かな把握に努める。 

市川町 
・防災無線により情報伝達 ・いちかわ安心ネットの普及に努

める。 

福崎町 

・避難情報の発令基準を明確にしており、基準に達し

た場合の避難伝達手段についても計画の中で定め

ている。 

・防災行政無線を導入しており、併せて当該無線を活

用した「お知らせシステム」の加入推進に努めてい

る。 

・緊急速報メール（エリアメール）の活用 

・継続して、的確な発令に努めて

いく。 

・ふくさき防災ネットの加入促進

に努める。 

姫路市 

・避難勧告等の発令時には災害時情報発信マニュアル

に基づき緊急速報メール・ひめじ防災ネット・防災

行政無線（家島・香寺・夢前・安富）・ホームペー

ジ・FM げんき 79.3MHZ・ケーブルテレビ（WINK）等

により多元的・多重的に情報を発信している。また、

広報車や地元消防団による巡回広報等、きめ細かな

情報発信に努めている。 

・ひめじ防災ネットの普及に努め

る。 

高砂市 

・避難情報の発令基準を明確にしており、基準に達し

た場合の情報伝達手段についても計画の中で定め

ている。 

・防災ネットたかさごによる緊急情報等の発信 

・緊急速報メールによる携帯電話への一斉配信 

・防災行政無線放送を補完する災害情報の電話応答サ

ービス（テレドームサービス） 

・広報媒体の多様化を図る。 

太子町 

・避難情報の発令基準を明確にしており、基準に達し

た場合の避難伝達手段について計画の中で定めて

いる。 

・たいし安全安心ネットによる緊急情報等の発信 

・緊急速報メールによる携帯電話への一斉配信 

・水位、気象等、各種データを取

得し迅速に避難伝達情報の発信

に努める。 
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① 雨量・水位情報 

県は、県民が洪水時における避難のタイミングを的確に判断できるよう、雨量

や河川水位のリアルタイム観測情報を県のホームページ「兵庫県 CG ハザードマ

ップ(地域の風水害対策情報)」や、NHK のデータ放送等を活用して発信する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

兵庫県ホームページによる川の情報（雨量・水位等）の発信 

出典：兵庫県HP内 （URL：http://www.hazardmap.pref.hyogo.jp/） 

 

兵庫県のホームページ（トップペー

ジ）の「防災情報内の CG ハザード

マップ」をクリックすると左図が表

示されます。 
 

 

左図①をクリックすると 

【川の情報】が表示 

 県内各地の雨量・水位が 

見られます。 

① 

兵庫県 HP 内の CG ハザードマップ トップページ 

川の状況（雨量・水位） 



102 

 

計画地域内の雨量・水位観測所 

種別 水系名 河川名 観測所名 所在地 

雨量 近畿その他 その他 家島(気象) 兵庫県姫路市家島町真浦字御室寺 

雨量 近畿その他 その他 家島 兵庫県姫路市家島町真浦 

雨量 近畿その他 その他 坊勢 兵庫県姫路市家島町坊勢 

雨量 市川 市川 姫路 兵庫県姫路市北条町 1丁目 

雨量 市川 市川 砥堀 兵庫県姫路市砥堀 

雨量 市川 市川 神崎 兵庫県神崎郡神河町東柏尾 

雨量 市川 市川 福崎 兵庫県神崎郡福崎町西田原 

雨量 市川 市川 小室 兵庫県神崎郡市川町小室 

雨量 市川 岡部川 下牛尾 兵庫県神崎郡市川町下牛尾 

雨量 市川 越知川 越知 兵庫県神崎郡神河町越知 

雨量 市川 越知川 上越知 兵庫県神崎郡神河町越知 

雨量 市川 小田原川 大河内 兵庫県神崎郡神河町上小田 

雨量 市川 犬見川 足尾 兵庫県神崎郡神河町長谷 

雨量 市川 その他 福崎(気象) 兵庫県神崎郡福崎町福崎新 

雨量 市川 市川 黒川 兵庫県朝来市生野町黒川 

雨量 市川 市川 生野ダム 兵庫県朝来市生野町竹原野 

雨量 市川 栃原川 栃原 兵庫県朝来市生野町栃原 

雨量 市川 その他 生野(気象) 兵庫県朝来市生野町口銀谷 

雨量 大津茂川 大津茂川 伊勢 兵庫県姫路市林田町下伊勢 

雨量 大津茂川 大津茂川 勝原 兵庫県姫路市勝原区下太田 

雨量 夢前川 夢前川 夢前 兵庫県姫路市夢前町前之庄 

雨量 夢前川 夢前川 下手野 兵庫県姫路市東夢前台３丁目 

雨量 夢前川 夢前川 坂根 兵庫県姫路市夢前町山之内 

雨量 夢前川 菅生川 菅生ダム 兵庫県姫路市夢前町莇野前山 

雨量 夢前川 菅生川 菅生澗 兵庫県姫路市夢前町菅生澗 

雨量 夢前川 菅生川 莇野 兵庫県姫路市夢前町莇野 

雨量 夢前川 その他 姫路(気象) 兵庫県姫路市神子岡前 

雨量 天川 天川 天川水門 兵庫県高砂市春日野町 

水位 市川 市川 砥堀 兵庫県姫路市豊富町御陰 

水位 市川 市川 植木 兵庫県姫路市飾磨区阿成植木 

水位 市川 市川 寺前 兵庫県神崎郡神河町鍛冶 

水位 市川 市川 福崎 兵庫県神崎郡福崎町福崎新 

水位 市川 市川 長谷(県) 兵庫県神崎郡神河町長谷 

水位 市川 越知川 神崎 兵庫県神崎郡神河町東柏尾 

水位 市川 市川 魚ヶ滝 兵庫県朝来市生野町上生野 

水位 大津茂川 大津茂川 勝原 兵庫県姫路市勝原区下太田 

水位 天川 天川 天川 兵庫県姫路市御国野町御着 

水位 天川 天川 牛谷 兵庫県高砂市春日野町 

水位 夢前川 夢前川 古知之庄 兵庫県姫路市夢前町古知之庄 

水位 夢前川 夢前川 書写 兵庫県姫路市書写 

水位 夢前川 夢前川 下手野 兵庫県姫路市東夢前台 3-128-1 

水位 夢前川 菅生川 護持 兵庫県姫路市夢前町護持 

水位 夢前川 菅生川 実法寺 兵庫県姫路市実法寺町松久保 

水位 夢前川 菅生川 山中 兵庫県姫路市夢前町莇野 

出典：国土交通省HP 川の防災情報(URL:http://www.river.go.jp/nrpc0302gDisp.do?areaCode=86) 
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NHK のデータ放送 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

 

ひめじ防災 Web のホームページ（トップページ）の「雨

量情報」（左図の①）をクリックすると［雨量情報一

覧］が表示。流域内の雨量が見られます。 

 

 

河川氾濫の危険度を色別で表示 

NHK のデータ放送内（テレビのリモ

コンボタンの d ボタンを押す）で

も住んでいる地域ごとに河川の水

位と危険度を見ることができま

す。 

 

左図の①には、 

水位の上昇にしたがって、河川の

氾濫の危険度を示しています。 

① 

ひめじ防災 Web のホームページ（トップページ） 中播磨 

NHK データ放送の画面 

姫路市 ひめじ防災 Web 内による流域の河川の状況（雨量）の発信 

出典：姫路市ホームページ内 姫路防災Web(URL：http://www.city.himeji.lg.jp/bousai/) 

① 

放映中の TV 画像 
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神河町 「神河町防災気象情報サイト」による雨量・水位観測情報の発信 

出典：神河町ホームページ内 神河町防災気象情報サイト(URL：

http://dim2web09.wni.co.jp/kamikawatown/pinpoint/index.html) 

神河町のホームページ（トップページ）の「自

然災害・地震情報 気象・防災情報」をクリ

ックすると左図が表示されます。 

  

左図①をクリックすると 

【雨量観測情報、水位観測情報】が表示。 

神河町内各地の雨量・水位が見られます。 

  

 
① 

雨量観測情報画面（全体） 

水位観測情報画面（全体） 

雨量観測情報画面（詳細） 

神河町防災気象情報サイト（トップページ） 

 

水位観測情報画面（詳細） 
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② 河川監視画像（インターネット・ケーブルテレビ） 

洪水により甚大な被害が予想される箇所など水防上重要な箇所、本川・主な支

川の上流部等に河川監視カメラを設置しその画像を県民や市町へ配信しリアル

タイムに河川情報を提供することにより早期警戒避難を支援する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

兵庫県ホームページによる河川監視画像の発信 

出典：兵庫県HP内 （URL：http://www.hazardmap.pref.hyogo.jp/） 
 

 

① 

兵庫県のホームページ（トップページ）の「防

災情報内の CG ハザードマップ」をクリック

すると左図が表示されます。 
 

 

下図①をクリックすると 

【ライブカメラの情報】が表示 

 監視カメラの画像が見れます。 
 

情報を知りたい地域を選び 

マップ上の ボタンもしくは ボタ

ンを押すと該当する地点の画像が現れ

ます。 

 

兵庫県 HP 内の CG ﾊｻﾞｰﾄﾞﾏｯﾌﾟ ﾄｯﾌﾟﾍﾟｰｼﾞ 河川監視システム 

河川監視システム 地点別画面 
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計画地域内の河川監視画像 

水系名 河川名 局名 所在地 備考 
位置 

番号 

市川 市川 口銀谷 朝来市生野町口銀谷付近 

 

１ 

市川 市川 寺野 神崎郡神河町寺野付近 

 

２ 

市川 市川 西川辺 神崎郡市川町西川辺付近 

 

３ 

市川 市川 砥堀 姫路市豊富町御陰付近 

 

４ 

市川 越知川 越知 神崎郡神河町越知付近 

 

５ 

市川 猪篠川 杉 神崎郡神河町杉付近 

 

６ 

市川 岡部川 下牛尾 神崎郡市川町下牛尾付近 

 

７ 

船場川 船場川 伊伝居 姫路市伊伝居付近 

 

８ 

大津茂川 大津茂川 新太田橋 揖保郡太子町太田付近 

 

９ 

天川 天川 御着 姫路市御国野町御着付近 

 

１０ 

夢前川 夢前川 前之庄 姫路市夢前町前之庄付近 

 

１１ 

夢前川 夢前川 下手野 姫路市東夢前台付近 

 

１２ 

夢前川 菅生川 菅生潤 姫路市夢前町菅生潤付近 

 

１３ 

出典：兵庫県HP内 （URL：http://www.hazardmap.pref.hyogo.jp/） 
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計画地域内の河川監視画像カメラ位置図 

 

出典：兵庫県HP内 （URL：http://www.hazardmap.pref.hyogo.jp/） 
  

市川（口銀谷） 1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

10 

11 

12 

13 

大津茂川（新太田橋） 9 
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③ 洪水予報 

県は、市川水系（河口～砥堀）について平成 22 年 9 月「洪水予報河川」に指

定し、県と気象台が共同して「洪水予報」を発表している。洪水予報には、はん

濫注意情報、はん濫警戒情報、はん濫危険情報、はん濫発生情報の４つがあり、

これらの情報を市町へ伝達し水防活動等に利用するほか、市町や報道機関を通じ

て地域住民の方々へ伝達している。 

洪水予報を実施する河川・区間 

河川名 区域 基準地点 発表者 

市川 

左岸 兵庫県姫路市砥堀字林ノ谷 

   1400 番の 22地先から 海まで 

 

右岸 兵庫県姫路市砥堀字荒砂 

   839 番地先から 海まで 

 

※1） 

 

 

砥堀観測所 
 

 

 

※2） 

 

兵庫県 

中播磨県民局 

神戸地方気象台 

※1）具体的には、姫路市を流れる市川の生野橋から河口までの区間になります。 

※2）砥堀観測所の水位予測を基にして、洪水予報を発表します。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
市川洪水予報の予報区間・基準点  

 基準点 

 

 

（生野橋 

砥堀観測所） 
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④ 氾濫予測システム 

県は、市町が県民に対して実施する避難勧告等を的確に判断するために必要な

情報提供の一環として、河川水位の予測、氾濫予測を実施し、その結果を「フェ

ニックス防災システム 8）」を通じて市町等の防災関係機関に提供している。 

｢氾濫予測｣は、気象庁の降雨予測データをもとに洪水の危険度を判定するもの

である。具体には、気象庁から提供される 1km メッシュでの実況降雨及び予測降

雨データ(3 時間先までの予測降雨)をもとに、河川の各区間の代表断面の 1,2,3

時間後水位が氾濫危険水位相当に達すると予測されると赤く表示する。これによ

り、避難勧告等を発令する範囲をある程度特定することが可能になる等、市町の

避難判断を支援する。 

今後は、データを蓄積するとともに予測精度の向上に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
8) フェニックス防災システム：阪神･淡路大震災の教訓を踏まえて整備されたもので、地震災害だけでなく、あらゆる災害に迅速に対応できる総合的な防災

情報システムで災害情報や気象・水象観測情報の収集・提供、洪水等の予測情報を防災関係機関に提供し、迅速で的確な初動対応を支援するものである。県の関係機関

をはじめ、市町、消防機関、警察、自衛隊、ライフライン事業者等に防災端末を設置して、関係機関との連携を強化するとともに、情報の共有化を図っている。 

・詳細図面を表示 

10 分雨量 

氾濫のおそれを判定する水位 

予想水位 

現在の時間 
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⑤ 道路アンダーパス部の浸水情報 

道路アンダーパス部は、地形的に雨水が集中しやすい構造となっていることか

ら、通常の場合にはポンプ設備等により集まった雨水を外部に排出している。し

かし、近年多発する異常豪雨など想定を超える大雨に際しては、ポンプ等では排

水しきれずに道路アンダーパス部が冠水し、車両が水没する事故が相次いでいる。

このような事故を防止するため、道路アンダーパス部に冠水情報板等の設置を推

進する。 

県では、冠水事故防止対策として、下記の取り組みを行っている。 

 冠水情報板の設置 

 冠水対策用表示板（注意喚起看板・水深表示板・地名表示板）の設置 

 道路冠水情報システムの構築 9） 

 冠水情報板の高輝度 LED 式化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

9） 道路冠水情報システムポンプ排水等の強制排水が必要な箇所において、冠水情報板の情報を

緊急対応業者、地元警察、消防署へ自動電話音声により伝達するシステム。  

字幕式 
冠水情報板 

高輝度 LED 式 
冠水情報板 

冠水情報板の設置  

冠水対策用表示板の設置 
（水深表示板・地名表示板） 

冠水情報板の高輝度 LED 式化 

地名表示板 

水深表示板 

通行止め基準
水深表示板 
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アンダーパス(国道・県道・市道・町道)設置個所一覧 

路線名 
上部交差 
物件名 

住所 道路管理者 
警報・ 
情報板 

国道 312 号 JR 山陽本線 姫路市御国野町御着 187 地先 
姫路土木事務所 
(道路第２課) 

設置 

県道 417 号 
(一)広畑青山線 

JR 山陽本線 姫路市広畑区北河原町 81 地先 
姫路土木事務所 
(道路第２課) 

設置 

県道 516 号 
(一)姫路環状線 

JR 山陽本線 姫路市飾磨区山崎台 80 地先 
姫路土木事務所 
(道路第２課) 

設置 

県道 39 号 
(主)一宮生野線 

JR 播但線 神河町栗 120-2 
姫路土木事務所 
(福崎事業所) 設置 

市道幹第 68 号線 JR 山陽本線 姫路市別所町 
姫路市 

（道路管理課） 
－ 

市道別所 24 号線 JR 山陽本線 姫路市別所町 
姫路市 

（道路管理課） － 

市道別所 86 号線 JR 山陽本線 姫路市別所町 
姫路市 

（道路管理課） 
－ 

市道幹第 46 号線 
JR 山陽本線・ 
山陽新幹線 

姫路市阿保～東郷町 
姫路市 

（道路管理課） 
－ 

市道幹第 22 号線 山陽電鉄 姫路市延末 1～東延末 2 
姫路市 

（道路管理課） 
－ 

市道幹第 52 号線 姫路市霊苑 姫路市岩端町～龍野町 6 
姫路市 

（道路管理課） 
－ 

市道白鳥 130 号線 JR 姫新線 姫路市西夢前台 2 
姫路市 

（道路管理課） － 

市道白鳥 135 号線 国道 2号 姫路市西夢前台 3 
姫路市 

（道路管理課） 
－ 

市道高岡 102 号線 JR 姫新線 姫路市東夢前台 3 
姫路市 

（道路管理課） 
－ 

市道高岡 104 号線 国道 2号 姫路市東夢前台 3 
姫路市 

（道路管理課） 
－ 

市道幹線第 3号線 山陽電鉄 姫路市久保町 
姫路市 

（道路管理課） 
－ 

町道 大貫山田線 中国自動車道 福崎町大貫 2081-6 
福崎町 

（まちづくり課） － 

町道 振古川線 JR 播但線 市川町小谷 8-19 市川町 － 

市道 穴原線 JR 播但線 朝来市生野町真弓 572-6 朝来市 － 

出典：近畿道路冠水危険個所マップ（国土交通省 近畿地方整備局 道路部 道路管理課）、市町提供資料 
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⑥ 「ひょうご防災ネット 10)」よる情報発信 

県及び市町は、携帯電話等のメール機能を利用した「ひょうご防災ネット」に

より、気象情報等の緊急情報や避難情報等を登録している県民に直接配信する。

今後、登録者数のさらなる増加を目指して県民や自主防災組織等に登録を働きか

けていく。 

 
ひょうご防災ネットのイメージ 

 

市町毎にも避難情報等のメールを配信するシステムが構築されており、空メー

ルを送信し、返信されるメールに記載された URL にアクセスすると登録が完了と

なる。 

各市町版防災ネット 

市町名 名称 登録方法 備考 

朝来市 
あさご安心 
安全ネット 

asago@bosai.net  へ空メールを送信し、
返信メールの URL にアクセス 

 

市川町 
いちかわ安心
ネット 

ichikawa@bosai.net へ空メールを送信し、
返信メールの URL にアクセス 

 

神河町 
防災ネット 
かみかわ 

kamikawa@bosai.net へ空メールを送信し、
返信メールの URL にアクセス 

 

福崎町 

お知らせ 
システム 
ふくさき防災
ネット 

http://www.town.fukusaki.hyogo.jp/ 
bousai/mobile で登録 
fukusaki@bosai.net へ空メールを送信し、
返信メールの URL にアクセス 

平成 26 年度にひょうご
防災ネットに参加予定 

姫路市 
ひめじ防災 
ネット 

himeji@bosai.net  へ空メールを送信し、
返信メールの URL にアクセス 

 

高砂市 
防災ネット 
たかさご 

takasago@bosai.net へ空メールを送信し、
返信メールの URL にアクセス 

 

太子町 
たいし安全 
安心ネット 

taishi@bosai.net  へ空メールを送信し、
返信メールの URL にアクセス 

 

 

10） ひょうご防災ネット：ラジオ関西が構築した携帯ホームページネットワークで、携帯電

話のメール機能を利用して、気象警報や河川情報、避難情報、災害情報等の緊急情報を登録

者に直接配信するシステム。（PC版 URL：http://bosai.net/regist/）  
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6-4．浸水による被害の軽減に関する学習 

県民は、災害時に的確な避難ができるよう、防災リーダーの育成や防災マップ

の作成等により、浸水被害対策の重要性を認識し、自主防災組織 11)等の活性化を

図るなど、「自助」「共助」の取り組みを進めるとともに、県及び市町はこれを支

援する。 

 

（1）自主防災組織の結成推進や活性化 

計画地域の自主防災組織の結成推進や活性化に取り組む。 

県及び市町は、自然災害が発生した場合、地域の自主防災組織の一員として、

防災活動に積極的に取り組む地域防災の担い手を育成するため、防災研修を実施

する（ひょうご防災リーダー講座、防災に関する出前講座等）。 

県は、地域防災力向上のため、自主防災組織等が主体となり実施する事業や、

地域と学校が連携して実施する防災訓練等の取り組みを支援する（ひょうご安全

の日推進事業助成制度、ひょうご防災特別推進員）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

11）自主防災組織：災害対策基本法第 5条 2において規定されている、地域住民による任意の防

災組織である。自分、家族、隣人、自分たちの町を自らが守るという住民の隣保協同の精神

に基づく自発的な防災組織である。  

平成 25 年度中播磨地域 

防災リーダー講座 

ひょうご安全の日 

推進事業助成制度 

ひょうご防災 

特別推進員 



114 

■計画地域での特徴的な取り組み 

県は現在、「ひょうご防災リーダー講座」等を開催しており、今後も防災研修

を実施する。 

姫路市では、現在、自主防災会の活動の啓発や自主防災組織の災害対応の手引

書の作成、自主防災組織リーダー研修を実施している。 

高砂市では各自主防災組織の代表に「ひょうご防災リーダー講座」の受講を促

進しており、市川町や福崎町でも、「ひょうご防災リーダー講座」の受講促進を

図る。 

 

防災リーダーの育成に関する取り組み一覧 

実施主体 現在の取り組み 今後の取り組み 

計画
地域 
全体 

県 

・平成 16 年度から地域防災力の向上をねら

いとして「ひょうご防災リーダー講座」

を開催し、人材の育成に努めている。 

・平成 25 年度に「中播磨地域ひょうご防災

リーダー講座」を実施 

・「ひょうご安全の日推進事業助成制度」

により、自主防災組織等を支援している。 

・平成 28 年度に「中播磨地域ひょうご

防災リーダー講座」を実施。 

 

朝来市 ・自主防災会の活動の啓発 ・左記を継続的に実施 

神河町 ― 

・自主防災組織に対し、ひょうご防災

リーダー講座への積極的な参加を呼

びかける。 

市川町 ― 
・ひょうご防災リーダー講座受講に係

る案内を配布する 

福崎町 ― 

・自主防災組織に対し、ひょうご防災

リーダー講座への積極的な参加を呼

びかける。 

姫路市 
・自主防災組織の災害対応の手引書を作成 

・自主防災組織リーダー研修の実施 

・左記を継続的に実施 

高砂市 

・各自主防災組織の代表には、ひょうご防

災リーダー講座の受講を促している。 

・市防災訓練参加や出前講座実施 

・左記を継続的に実施 

太子町 
・防災リーダーが町防災訓練で自主防災組

織へ指導や町主催の防災講演会等に参加 

・左記を継続的に実施 
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（1）防災マップの活用 

市町は、地区毎の防災マップを作成の上、地域住民が安全に避難できるよう作

成した防災マップの普及・活用に努める。 

県民は、過去の災害情報、避難経路、避難経路上の危険箇所、必要な防災対応

などを地域住民自らの手で地図に記載する「手づくりハザードマップ」を作成し、

水害リスクの認識の向上に努めるとともに、自主防災組織等の活性化を図る。ま

た、手づくりハザードマップの作成に際しては、防災リーダーが中心的な役割を

担い、必要に応じて防災に経験豊富な NPO 法人等の支援を得る。 

県及び市町は、住民の防災意識の向上や避難路の周知徹底など大きな役割を担

う手作りハザードマップづくりが各地区で広がるよう、研修会の開催等により支

援していく。 
 

■計画地域での特徴的な取り組み 

市町は現在、防災マップの作成・配布を行っており、今後も継続的に実施して

いくとともに訓練等での活用方策についても検討する。 
 

防災マップ作成地区数 

市町名 防災マップ作成地区数 手作りハザードマップへの取り組み状況 

朝来市 全 7 地区中 7 地区で作成 未作成 

神河町 全 39地区中 39地区で作成 未作成 

市川町 全 26地区中 0 地区で作成(今後、作成を検討) 未作成 

福崎町 全 33地区中 11地区で作成 未作成 

姫路市 

全 72地区中 61地区で作成 

平成24年度から5年を目途に全72地区で

作成予定。H24 年度に 10地区、H25 年度に

19 地区、H26 年度に 18地区、H27 年度に

14 地区作成。 

高砂市 全 8 地区中 8 地区で作成(連合自治会) 自主防災会 3地区で作成 

太子町 全 67地区中 67地区で作成 未作成 
 

防災マップの作成・支援に関する取り組み一覧 

対象 現在の取り組み 今後の取り組み 

朝来市 
・平成 19 年 5 月に地域別防災マップを作成
し全戸配布済み。 

・今後、市の作成した防災マップを基に地区独自
の手作りハザードマップの作成を自主防災会
に推進する。 

神河町 

・平成 24 年度で、全 39 集落の防災点検を実
施し、詳細に重要水防区域や危険指定を把
握した。これを生かしたマップ作成、全戸
配布を行う。 

・全戸配布したマップの有効利用のため、区長会
等でマップの活用方法を継続して説明する。 

市川町 
平成 16 年度に市川町防災マップを作成し全

戸配布済み。 
・今後、町の作成した町全体の防災マップを基に

各地区独自の防災マップの作成を検討する。 

福崎町 
・平成 19 年度に町で地域別防災マップを作
成し全戸配布済み。 

・今後、自主防災組織による各地区独自の防災マ
ップの作成を促進する。 

姫路市 

・地域防災マップづくり事業を実施している
（地区連合自主防災会が主体となって行
い、市は作成にあたり、ワークショップの
開催やまち歩きの実施等について支援 

・平成 24 年度から市内全地区において 5 カ年計
画で実施している。 

高砂市 ・出前講座での地域防災マップ作成推進 ・左記を継続的に実施 
太子町 ・各自治会ごとに防災マップを作成し配布 ・今後、訓練等での活用方策について検討する。 
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姫路市：防災マップ(英賀保地区) 

  

太子町：防災マップ（町与自治会） 

高砂市：防災マップの作成支援 

に対する取り組み 
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6-5．浸水による被害の軽減のための体制の整備 

浸水による被害を軽減するためには、水防団等による水防活動の充実や住民の

円滑な避難行動が重要であることから、市町は、これらの体制の整備として、「水

防活動への支援」及び、わかりやすい避難所の表示や避難時に地区内で住民同士

が助け合う「円滑な避難体制の整備」も行う。さらに、各市町だけでの復旧が困

難な大規模水害に備えた幅広い連携体制として、救援活動等に対する国、県、他

市町、民間事業者との「協定締結に関する取り組み」に努める。 

県は、迅速な水防活動や避難勧告等の発令を支援するため、河川水位の予測等

の情報を「フェニックス防災システム」により市町や消防機関等に提供する。 

 

（1）水防活動等への支援 

市町は、洪水時には各市町が定める水防計画に基づき、水防活動を行うことと

なるが、少子高齢化や過疎化により水防体制の弱体化が懸念されることから、災

害モニター制度の活用等により情報収集に努めるとともに、河川やため池等の巡

視、点検等が、迅速に行えるような体制づくりに努める必要がある。このため、

水防活動や自主防災組織等への支援に関する取り組みを推進する。 
 

計画地域の消防団数及び団体人数 

市町名 団体数 団体人数 

朝来市 5 分団 140 人 

神河町 32 分団 708 人 

市川町 26 分団 600 人 

福崎町 1 団 32 分団 600 人 

姫路市 8 団 72 分団 3125 人 

高砂市 7 分団 674 人 

太子町 51 分団 422 人 

 
 

■計画地域での特徴的な取り組み 

市町は現在、自主防災組織への資器材の提供や助言、防災訓練等の自主的な取

り組みに対する支援等を実施している。 

姫路市では、「姫路市浸水危険箇所連絡会議」を設置し、各部局で把握してい

る浸水危険箇所の情報を共有している。 

高砂市では、土のうの分散備蓄を推進しており、今後も継続的に実施する。 
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水防活動等への支援に関する取り組み一覧 

対象 現在の取り組み 今後の取り組み 

朝来市 ― 
・自主防災組織等で行われる防災訓練等の

自主的な活動を積極的に支援 

神河町 

・既に結成されている自主防組織に対

し、防災講演の受講や支部ごとの防

災訓練実施をサポートする。 

・現在の取り組みを継続しつつ、新たに有

効な訓練等を模索・実践する。 

市川町 ― 

・校区毎に地域防災訓練を実施し、自助・

共助による活動に対し積極的に支援す

る。 

・河川やため池等の巡視、点検等が、迅速

に行えるような体制づくり 

福崎町 ― 

・地域防災訓練時に消費期限前の防災備蓄

物資の提供を行う等、積極的に支援を実

施 

姫路市 

・自主防災会の行う防災活動を支援す

るため 30 種のメニューから、申請に

より、資機材を交付する。 

・「姫路市浸水危険箇所連絡会議」を

設置している。【再掲】 

・現在の取り組みを継続実施していく 

・左記を継続して実施 

高砂市 

・地元に対し、水防訓練等により防災

指導を実施 

・土のうの分散備蓄を推進している。 

・自主防災組織等で行われる防災訓練等の

自主的な活動を積極的に支援 

 

太子町 

・地域の防災訓練時に町職員や消防職

員による活動面での指導を実施して

いる。 

・現在の取り組みを継続実施していく。 
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（2）円滑な避難体制の整備 

市町は、計画地域が超高齢社会 12)であることや豪雨時や夜間といった状況下で

の避難も考慮し、避難所への避難経路の設定に際しては、危険箇所を避けて設定

し、災害時にも避難経路がわかりやすい案内板等の設置に努める。さらに、一律

に指定避難所へ避難するのではなく、想定される浸水深や避難時の状況等に応じ

て、垂直方向の避難（建物の上層階への避難等）の避難方法についても検討する。 

また、市町は、災害時要援護者台帳の整備等により、要援護者の把握に努め、

水害発生時に災害時要援護者が円滑に避難できるよう、地区内で住民同士が助け

合う取り組みの推進に努める。 
 

計画地域の関係市町における 65 歳以上の割合 

市町名 65 歳以上の割合（％） 

（2010 年度） 

朝来市 30.3 

神河町 30.6 

市川町 28.0 

福崎町 23.8 

姫路市 21.7 

高砂市 21.4 

太子町 19.6 

（平成 22 年国勢調査より） 
 

■計画地域での特徴的な取り組み 

神河町では現在、広域避難所看板の設置、要援護者管理システムの整備及び避

難路等の防災点検を実施しており、今後、これらシステムや情報等を円滑に活用

する。また、防災点検時に行政と町民による避難所へのルート確認や文書「災害

に対する心得」の配布により円滑な避難の意識醸成を図っている。 

姫路市では、地域の要援護者をまとめて「災害時要援護者台帳」の整備を行い、

今後も更新予定である。また、垂直避難と水平避難の運用について自治会単位で

検討し、今度、適切な避難方法の周知に努めていく。 

高砂市では、円滑な避難のため、電柱の巻付広告へ海抜や避難所誘導等の防災

表示設置取り組むほか、浸水による車両被害を軽減させるため、車両一時避難場

所を設けている。 

太子町では、要援護者システムを活用し、水害時等、迅速に避難出来るよう各

自治会に情報提供している。 

 

 

 

 

 

12）超高齢社会：高齢化率（65 歳以上の人口が総人口に占める割合）が 21%を超える社会をいう。 
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円滑な避難体制の整備に関する取り組み一覧 

対象 現在の取り組み 今後の取り組み 

朝来市 

・水害発生時に災害時要援護者が円滑に避難できるよう、地

区内で住民同士が助け合う取り組みの推進に努めている。 

・1 地域自治協議会で協議会地区内の避難施設表示板を設置

済。Ｈ25 年度に避難所表示板を 230 ヶ所の設置予定 

・左記を継続的に実施 

 

 

・左記の円滑活用 

神河町 

・集落単位の、防災講演受講や防災訓練の手助けを実施して

いる。 

・文書「災害に対する心得」を配布している。 

・集落防災点検時に、重要水防区域と避難所へのルートを相

互確認している。 

・30 箇所に量水標を設置している。【再掲】 

・11 箇所に広域避難所看板を設置している。 

・39 集落ごとに、行政と地区役員で避難経路の危険箇所等の

防災点検を実施している。（ハザードマップの見直しに反

映予定） 

・要援護者管理システムを整備している。 

・左記を継続的に実施 

 

 

 

 

・左欄の円滑活用 

市川町 
・水害発生時に災害時要援護者が円滑に避難できるよう、地

区内で住民同士が助け合う取り組みの推進に努めている。 

・左記を継続的に実施 

福崎町 

・水害等に備え、要援護者の避難支援を迅速かつ的確に行う

ため、平常時から要援護者に関する情報の把握、防災情報

の伝達手段・体制の整備及び避難誘導等の支援体制の確立

を目的として、H21 年度に「災害時要援護者避難プラン」を

作成し、H23 年度までに要援護者名簿及び要援護者ごとの個

別支援計画の作成を完了した。 

・全ての避難所に、案内板を設置済み。 

・名簿等の更新を継続的に実

施 

 

 

 

 

 

姫路市 

・ハザードマップに基づき、浸水被害のおそれが有る場合、

垂直避難と水平避難のどちらが適切か自治会単位で検討 

・市内の各地区で、自主防災会や民生委員・児童委員、消防

団、社協支部等による「災害時要援護者地域支援協議会」

を組織し、地域の要援護者の情報をまとめた「災害時要援

護者台帳」の整備を行った。 

・住民同士が互いに災害情報を共有できる仕組みである「ひ

めじ減災プロジェクト」を導入。 

・市民に避難方法を周知 

・「災害時要援護者地域支援

協議会」に対して「災害時

要援護者台帳」の更新作業

の委託を行う。 

 

高砂市 

・水害発生時に災害時要援護者が円滑に避難できるよう、地

区内で住民同士が助け合う取り組みの推進に努めている。 

・市内の避難所については、看板設置済。平成 25 年度で海抜

表示板を公共施設・電柱に（100 箇所）設置済 

・関電柱管理会社と電柱巻付広告看板の新規及び取替え時に、

電柱の巻付広告を利用した「公共電柱広告」として、防災

表示（津波に関する海抜表示スペース・避難所誘導等）を

設ける旨の覚書締結済 

・車両被害を軽減させるため、車両一時避難場所を設けてい

る。 

・左記を継続的に実施 

 

 

 

 

 

 

 

・今後も更なる場所指定を行

っていく。 

太子町 

・要援護者システムを活用し水害時等、迅速に避難出来るよ

う各自治会に情報提供している。 

・全指定避難場所標識 22 箇所設置済み。 

・左記を継続して実施（変更

箇所の情報提供等） 
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（3）協定締結に関する取り組み 

大規模水害時には、各市町だけでの発災直後の対応・復旧は困難であり、国、

県、他市町ほか、民間事業者等にも応援要請を行うことが必要となる。このため、

市町は災害時の応援要請が迅速かつ円滑に行えるよう、平時から応援協定の締結

や民間事業者等との幅広い連携体制のさらなる構築に努める。 

■計画地域での特徴的な取り組み 

朝来市、神河町、市川町、福崎町、高砂市、太子町では、すでに民間事業者等

との協定を締結している。 

姫路市では、地域防災の貢献に意欲のある事業所を『姫路市地域防災貢献事業

所』として登録・公表している。 

 

民間事業者との協定締結に関する取り組み一覧 

実施主体 現在の取り組み 

朝来市 

・市内民間事業者等（災害時応援協定や水道災害相互応援協定など各種応援協定に参

加している、県、市町、協会、組合）と協定を締結し、発災時の円滑な避難・救援・

啓開活動に備えている。 

神河町 

・町内郵便局との災害時相互協力協定 (H18.4.1） 

・町内建設業協会との応急対策業務協定 (H22.7.15)  

・キンキサイン㈱との飲料用水の提供に関する協定 (H24.5.25) 

市川町 

・町内建設業協会との応急対策業務協定（H24.4.1） 

・町内スーパーマーケットとの災害時における食糧、生活必需品の確保に関する協定

（H21.11.1) 

福崎町 
・『災害時における食糧、物資の供給に関する協定』を民間業者と締結しており、災

害時により速やかにより円滑に物資を供給できるようにしている。 

姫路市 

・地域防災の貢献に意欲のある事業所を、『姫路市地域防災貢献事業所』として登録・

公表し、平常時から従業員や地域住民の防災意識の啓発を図るとともに、災害が発

生した時には事業所の持つ能力を重要な防災力として活用することにより、地域防

災力の向上を図っている。 

高砂市 
・民間事業者等（高砂市社会福祉協議会、一部の自治会の個別企業ではなく団体）と

協定を締結し、発災時の円滑な避難・救援・啓開活動に備えている。 

太子町 
・避難所の提供及び情報掲載、物資の供給等の協定を締結し、円滑な避難、救援、啓

開活動に備えている。 
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6-6．訓練の実施 

県及び市町や防災関係機関、ライフライン関係機関で構成する「水防連絡会」

を毎年、増水期前に開催し、重要水防箇所の見直し等に関する情報の共有を図る。 

県及び市町は、大規模洪水時（堤防破堤やゲリラ豪雨による内水浸水等）を想

定した実践的な演習を行うとともに、県民や防災関係機関と連携して水防訓練を

実施する。 

県民は、水防訓練等に積極的に参加する。 

■計画地域での特徴的な取り組み 

姫路市における水防上危険が予想される箇所における合同現地踏査等、各市町

は現在、水防訓練や防災訓練を実施しており、今後も継続的に取り組む。 
 

訓練の実施に関する取り組み一覧 

対象 現在の取り組み 今後の取り組み 

計
画
地
域 
全
体 

県 

・毎年増水期前に県・市町や防災関係機関

で構成する「水防連絡会」を実施し、水

防に関する相互の情報共有や連携強化

に努めている。 

・平成 25 年度兵庫県・播磨広域・姫路市

合同防災訓練を実施する。 

・今後も継続して実施し連携強化に努め

る。 

・平成 28 年度南海トラフ地震住民一斉避

難訓練・合同防災訓練を実施する。 

・大規模災害を想定した演習を地域住民

とともに開催し、発災時の円滑な避

難・救援・警戒活動に備える。 

朝来市 
・各地域で地域防災訓練が実施されてい

る。 

・地域主催の地域防災訓練の実施を促進

する。 

神河町 
・自主防が実施する総合防災訓練への参加 

・県や近隣地域の訓練・講演への参加 

・左記を継続的に実施 

市川町 ・校区毎に地域防災訓練を実施している。 ・左記を継続的に実施 

福崎町 

・町の地域づくり事業を活用した防災訓練

の実施 

・2年に 1度、水防訓練を実施している。 

・左記を継続的に実施 

姫路市 

・各消防署単位で、各地区水防訓練の実施 

・水防上危険が予想される箇所における合

同現地踏査の実施 

・左記を継続的に実施 

高砂市 
・5月に水防訓練を実施した。また、10 月

に総合防災訓練を実施した。 

・訓練への多くの住民参加と、地域主催

の地域防災訓練の実施を促進する。 

太子町 

・毎年 10 月に防災訓練（発災対応型）を

実施している。 

・今後も継続して実施し、危機管理意識

の向上と地域主催の地域防災訓練の実

施を促進する。 
 

   
H22 太子町 防災訓練   H22 高砂市 総合防災訓練  H24 姫路市防災訓練 

  

ゲリラ豪雨体験 



123 

6-7．建物等の耐水機能 

県民は、敷地の地形の状況や市町が配布するハザードマップ等を確認し、自ら

が所有する建物等に浸水が見込まれる場合は、「建物等の耐水機能に係る指針」

（平成 24 年 5 月,兵庫県）に基づき、敷地の嵩上げや遮水壁の設置、電気設備

の高所配置等、耐水機能を備えることに努める。 

県及び市町は、地域防災計画に定める防災拠点施設や避難所に浸水が見込まれ

る場合は、耐水対策の必要性を検討し、実施する。また、県は、浸水機能を備え

ることが計画地域における減災対策に特に必要と認め、所有者等の同意を得られ

た建物等を指定耐水施設に指定（条例第 45 条）し、建物所有者は耐水機能を備

え、維持するよう努める。 

 
耐水機能の主な例 

 

■計画地域での特徴的な取り組み 

福崎町では現在、防災拠点となる公共施設において、電気設備を高所に設置し

ており、朝来市、高砂市、太子町でも今後実施する。 

高砂市では、出前講座、広報誌等において、家屋の通気口に発泡スチロールを

用いて浸水を軽減する方法等を紹介している。 

建物等の耐水機能を備えるための取り組み一覧 

対象 現在の取り組み 今後の取り組み 

計画
地域 
全体 

県 ― 

・減災対策に特に必要と認める建物等を所

有者等の同意を得た上で、指定耐水施設

として指定する。 

朝来市 ― 
・防災拠点となる公共施設では、電気設備

を高所に設置する。 
神河町 ― ― 
市川町 ― ― 

福崎町 
・防災拠点となる公共施設では、電気設

備を高所に設置している。 

・左記を継続的に実施 

姫路市 ― ― 

高砂市 

・出前講座、広報誌等において、家屋の

通気口に発泡スチロールを用いて浸

水を軽減する方法等を紹介している。 

・防災拠点となる公共施設では、電気設備

を高所に設置する。 

太子町 ― ― 
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6-8．浸水による被害からの早期の生活の再建 

阪神・淡路大震災の経験と教訓から創設された共済制度である「フェニックス

共済」は、被災後の住宅及び家財の再建を支援する仕組みであり、特に住宅再建

共済は県全体の加入率が 9.0％（平成 25 年 12 月 31 日現在）に対し、計画地域の

市町の加入率は近年、平成 16 年、平成 21 年と災害が重なり、地域住民の災害に

対する意識が高いこともあり、10.2％と県全体より高い。 

今後も、県民は、水害からの早期復旧を図るため「フェニックス共済」等の加

入に努め、県及び市町は加入促進に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※計画対象流域外の加入者も含んだ戸数 

 
  

区分 

住宅再建共済制度 家財再建共済制度 

加入 

戸数 

加入率

（％） 

加入 

戸数 

加入率

（％） 

朝来市※   1,390 13.4 %    419 3.8 % 

神河町※     984 26.8 %    345 9.4 % 

市川町※     864 21.3 %    231 5.6 % 

福崎町※     884 14.7 %    321 5.0 % 

姫路市※ 15,784  9.1 %  5,254 2.8 % 

高砂市※   4,017 14.1 %  1,480 4.6 % 

太子町※   1,397 14.9 %    398 3.9 % 

合計 

（3 市 4 町） 
 25,320 13.3 %  8,448 3.2 % 

全 県 166,509  9.4 % 49,838 2.5 % 

フェニックス共済パンフレット 

フェニックス共済加入状況（H28.8.31 現在） 
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7．環境の保全と創造への配慮 

河川対策を実施する際には、「ひょうご・人と自然の川づくり」の基本理念や

基本方針に基づき、「ひょうごの川・自然環境調査 13）」の結果を踏まえて河川整

備を行うものとする。すなわち、“安全ですこやかな川づくり”、“流域の個性や

水文化と一体となった川づくり”、“水辺の魅力と快適さを生かした川づくり”と

いう基本理念のもと、生態系、水文化・景観、親水にも配慮した河川整備を実施

する。 

加えて、県が「生物多様性基本法」に基づき、平成 21 年 3 月に策定した「生

物多様性ひょうご戦略」を踏まえて、河川整備に際しては多様な生物の生活環境

等に与える影響を可能な限り回避･低減または代替できる環境保全措置を講じ、

生物多様性の保全に配慮した川づくりに取り組む。 

また、森林や水田・ため池等を対象とした流域対策を実施する際にも、これら

の自然環境、生物環境、景観等に配慮した事業を行う。 

 

7-1．河川環境に配慮した河道改修や連続性の確保 

中播磨流域の河川においては、豊かな河畔林や河川特有の植生が多く生育して

おり、小動物や鳥類、魚類等の多様な生物の生息・生育・繁殖の場となっている。

そのため、河川整備における河床掘削や河道拡幅においては、生態系にとって重

要な河畔林や河川植生を保全するように努めるとともに、河道を改変する場合に

は、在来植生が生育していた表土の再利用や段階的な施工を行う等、河川、植生

が早期に回復するようにする。 

また、河川改修にあたっては、瀬や淵の保全再生を図るとともに、河川内の巨

石を可能な限り残す等、魚類等の生息に配慮する。さらに、魚類等の生息分布域

の拡大と河川の連続性を回復するために、関係機関と連携し、改善効果の高い横

断工作物から状況に応じて魚道の整備や構造物の改築等を順次行うとともに本

川とワンド・たまりの連続性に配慮した河川整備を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

13）ひょうごの川・自然環境調査：生物にとって重要な環境要因と生物との対応関係を明らかに

し、人と自然が共生する川づくりを効果的に推進するための基礎情報として活用していくこ

とを目的として、兵庫県が県下 14 水系を対象に、平成 14年度から進めている調査。 
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7-2．参画と協働による川づくり 

県民の参画と協働による河川の維持や整備として川づくりを実践するため、観

察会等、河川愛護活動団体とのネットワークの強化を図ることで、河川愛護に向

けた県民意識の向上と河川環境の保全に取り組む。 

 

7-3．森林環境の保全 

森林は流出抑制機能や保水機能を有するだけでなく、生物多様性保全機能、地

球環境保全機能、物質生産機能、快適環境形成機能、保健・レクリエーション機

能、文化機能等の多面的機能を有する。流域対策としての森林の整備や保全を推

進することにより、これらの多面的機能を有する森林環境を保全する。 

 

7-4．水田・ため池環境の保全 

計画地域の水田やため池については、化学肥料や農薬の使用を制限した環境創

造型農業の普及が進められているほか、ほ場整備やため池改修にあたっては、生

態系や景観等、環境との調和への配慮が義務づけられている。また、ため池につ

いては、クリーンキャンペーン等を通じて管理者や地域住民による環境保全活動

が行われている。 

流域対策を実施する際にはこれらの取り組みも踏まえ、水田・ため池の自然環

境や景観保全に配慮する。 
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8．総合治水を推進するにあたって必要な事項 

8-1．県民相互の連携 

県民は、地域やグループでの勉強会の開催、各戸貯留への取り組み等、総合治

水や環境保全等に関わる自主的な活動を推進するよう努める。県は、総合治水等

に関する取り組みが推進されるよう、各団体や市町と連携し、活動の援助に努め

る。 

 

8-2．関係者相互の連携 

土地の利用に関する計画、河川等の整備、公共下水道の整備等については、中

播磨(市川流域圏)地域総合治水推進協議会の場等を活用して連携を図る。 

土地の利用に関する計画に当たっては、当該土地の河川の整備状況、災害発生

のおそれの有無、水源の涵養の必要性等を踏まえて策定するものとする。 

 

8-3．財源の確保 

総合治水は県・市町・県民が協働して推進するものであり、雨水貯留浸透等の

取り組みは、施設管理者が自らの負担で実施、維持管理することを基本としてい

る。 

県及び市町は、自らが所有する施設について、率先して雨水貯留施設等の整備

に取り組むとともに、補助金等、有利な財源の確保に努める。 

また、県及び市町は、市町や県民の取り組みを促進するための財政的支援等に

ついて、ニーズや整備効果を踏まえ、検討を進める。 

 

8-4．計画の見直し 

中播磨（市川流域圏）地域総合治水推進協議会は、本計画策定後も存続し、県、

市町及び県民は、推進協議会において、計画の進捗状況を把握の上協議し、県は

推進協議会での協議を踏まえて推進計画を適宜見直す。 
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8-5．モデル地区 

計画地域において総合治水を推進していくためには、各主体が総合治水にかか

る取り組みについて十分に理解するとともに、県民・関係者相互の連携が重要で

ある。 

このため、計画地域内にモデル地区を設け先導的な取り組み事例や効果等の情

報発信を行い、推進協議会等を通じてその共有を図る等、計画地域全体に総合治

水にかかる取り組みへの理解を深めていくこととする。 

モデル地区は、これまでの浸水被害の状況や地区での取り組み状況等を踏まえ、

計画地域南部のモデル地区として、船場川上流地区（姫路市）、計画地域中北部

のモデル地区として、七種川地区（福崎町）を選定する。 

 

 
モデル地区位置図 

  

S=1:200,000 

船場川上流地区 

（姫路市） 

七種川地区 

（福崎町） 
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9．モデル地区での取り組み 

9-1．船場川上流地区（姫路市） 

（1）モデル地区の概要 

流域の大半が市街地である船場川周辺では、下流部より河川改修事業を進めて

いるが、上流地区において、平成 16 年 10 月の台風 23 号をはじめ、浸水被害は

決して少なくはない。 

このため、船場川上流地区では、河川下水道対策として、県が姫路競馬場で調

節池の整備を行い、下流域の洪水時流量の軽減を図るとともに、市の雨水排水計

画についても最近の局地的なゲリラ豪雨の増加傾向を考慮し、下水道の計画規模

を 49.5mm/hr（年超過確率 1/10）に引き上げる見直しを行った。 

また、流域対策においては、校庭貯留をはじめ、雨水貯留タンクの設置や雨水

浸透桝の試験施工等にも取り組んでいる。 

さらに、減災対策においても、地域が主体となって「地域の防災マップづくり」

が進められている等、地域の防災・減災対策にかかる取り組み意識は高い。 

このように、各対策において先導的な取り組みが行われていることから、これ

ら総合治水の取り組みをさらに推進し、また、計画地域全体へこれらの取り組み

が広がっていくよう、積極的な情報発信を行うモデル地区として選定する。 

 

 
船場川（姫路市） 
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船場川上流地区（姫路市） 

  

S=1:40,000 

洪水 
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（2）主な取組内容 

① 河川下水道対策 

県は、河川対策として、船場川において姫路競馬場における調節施設や護岸（パ

ラペット）の整備を進める。 

姫路市においても、雨水排水計画に基づき、雨水排水施設整備を進める。 

河川下水道対策 

区分 取組名称 取組内容 取組主体 備考 

河川対策 船場川 

調節施設 

姫路競馬場において洪水調

節施設の整備を行う。 

県 ・調節池容量約 120 千 m3 

・水深約 7m 

・調節池の面積約 2.5ha 

船場川 

護岸（パラペ

ット）整備 

姫路城及び周辺地区の歴史

的な街並みと一体となる治

水対策（水防壁）の構築。 

県  

下水道(雨水) 

対策 

雨水排水 

施設整備 

雨水排水計画に基づき、雨

水排水施設整備を行う。 

姫路市  

 

② 流域対策 

モデル地区内には、下表に示す通り、既に校庭貯留や各戸貯留等の取り組みを

進めている。 

県及び市は、これらの取り組みをモデル地区内においてさらに推進するよう、

関係機関等と調整を進める。 

また、県及び市は、学校関係者、地域住民等とも連携して、完成施設の効果把

握に努め、計画地域全体で流域対策が取り組みやすくなるよう、推進協議会の場

等を活用した情報発信に取り組む。 

流域対策 

区分 取組名称 取組内容 取組主体 備考 

雨水貯留 
施設(学校) 

姫路市立 
広嶺中学校 

校庭に小堤を設け、約 790m3の一時貯留を行
う。 

姫路市 平成 24年度完成 

姫路市立 
増位小学校 

校庭に小堤を設け、約 730m3の一時貯留を行
う。 

姫路市 平成 25年度完成 

県立大学姫路
新在家キャン
パス 

校庭に小堤を設け、約 1,200m3の一時貯留を
行う。 

県 平成 25年度完成 

指定への調整 指定雨水貯留浸透施設への指定に向けて、
調整を図る 

県 
姫路市 

 

雨水貯留 
施設 
(各戸貯留) 

雨水貯留タン
クの設置 

雨水貯留タンクを市内の小学校及び公民館
に設置し、総合治水をＰＲ(モデル地区内 15
箇所) 

姫路市 平成 25～26年度 
継続 

助成制度 各戸貯留整備時の助成制度を創設する。 姫路市 平成 27年度予定 
雨水浸透 
施設 
(浸透桝等) 

吉田町 
雨水浸透桝 

吉田町の雨水集水桝で浸透化工法を用い、
地下にも浸透させる取り組みを実施 

姫路市 平成 25年度完成 

幸町 
雨水浸透桝 

幸町の雨水集水桝で浸透化工法を用い、地
下にも浸透させる取り組みを実施 

姫路市 平成 25年度完成
※ 

姫路停車場線 
浸透側溝 

姫路停車場線において、浸透側溝を設置す
る。 

県 平成 28年度完成
予定※ 

県総合庁舎 
雨水浸透対策 
実証実験 

県の総合庁舎において、雨水浸透対策の実
証実験を実施する。 

県 平成 27年度実証
実験※ 

※モデル地区周辺での取り組み 
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③ 減災対策 

減災対策は、浸水被害が発生しても人命を守ることを第一に考え、下表に示す

対策について重点的に取り組む。 

また、減災対策の重要性を県民が認識し、災害時に的確な避難が行えるよう、

県民は日頃より防災学習に取り組み、県と市は協力して防災学習の支援に取り組

む。 

減災対策 

区分 取組名称 取組内容 取組主体 備考 

浸水による
被害軽減に
関する学習 

地域防災マ
ップづくり
の実施 

地区連合自主防災会が主体となり、まち歩きの実
施や住民同士の情報共有により、地域防災マップ
づくりを行う。 

姫路市 
県民 

 

浸水による
被害の軽減
のための体
制の整備 

避難方法の
検討 

洪水ハザードマップで河川近傍の浸水深１ｍ以上
の地域を「水平避難」すべき地域と位置づけ、そ
れ以外の地域は、自宅 2階以上への「垂直避難」
を避難方法とする基本方針を決定した。 
今後、地域の実情にあわせた避難計画の検討を促
す。 

姫路市 
県民 

 

 災害時要援
護者台帳 

「災害時要援護者台帳」を作成し、毎年更新する。 姫路市  
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9-2．七種川地区（福崎町） 

（1）モデル地区の概要 

計画地域中部に位置している七種川地区では、福崎駅西側の福田地域をはじめ、

内水による浸水被害が毎年のように発生している。 

このような中、河川対策については、現河川整備計画に七種川の河川改修の位

置づけはないが、県では流下能力の確保を目的に堆積土砂の除去、河川施設の老

朽化対策等を行っている。 

また、町においても、下水道対策において、福田川や直谷川の負担軽減を目的

に川端雨水幹線の整備等を行っている。 

しかし、河川下水道対策だけでは浸水被害の解消は困難であるため、流域対策

等により浸水被害の軽減を図っていく必要がある。 

当地区では、ため池や水田、学校の校庭等が多く存在することから、これらの

施設を活用し、積極的に雨水貯留機能の向上を行うモデル地区として選定する。 
 

 
七種川（福崎町） 

 

 
川端雨水幹線 

 

市川
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七種川地区（福崎町） 

S=1:50,000 

神
戸
医
療
福
祉
大
学 



 

 

（2）主な取組内容 

① 河川下水道対策 

下水道対策として川端雨水幹線を整備し、浸水被害が多発している福田川や直

谷川への流入量の一部を市川へ直接放流する。 
 

河川下水道対策 

区分 取組名称 取組内容 取組主体 備考 

下水道(雨水)対策 雨水排水施設整備 川端雨水幹線の整備 福崎町 平成 2926年度完成予定 

 

② 流域対策 

当地区内では、ため池や水田が多数存在することから、その機能維持に努める。

あわせて、営農に支障のない範囲で、ため池の事前水位下げについて文書による

働きかけを行うとともに、水田での貯留についても他の計画地域での実施事例等

を踏まえ検討を進める。 

また、局所的な浸水被害への対策として、スポーツ公園内のゲートボール場を

活用した雨水貯留機能の維持に努めるとともに、農業利用がされなくなったため

池であるイマ谷池を活用した雨水貯留機能の確保に取り組むほか、福崎高校の校

庭貯留など学校や公園等を活用した雨水貯留対策について検討を進める。 
 

流域対策 
区分 取組名称 取組内容 取組主体 備考 

雨水貯留施設 
(ため池・水田) 

ため池の事前
水位下げ 

台風等大雨が予想される場合の事前水位
下げについて文書等による普及啓発を行
う。 

福崎町 平成 25 年度
から継続実施 

イマ谷池での
雨水貯留機能
確保 

農業利用がされなくなったため池である
イマ谷池での雨水貯留に取り組む。 

県 
福崎町 

平成 26～
2927 年度予
定 

水田 稲作など耕作に影響がない範囲で、雨水
貯留用せき板による水田貯留に取り組む
よう普及啓発を行う。 

県 
福崎町 

平成 26 年度
から継続実施
予定 

雨水貯留 
施設 
(学校・公園) 

スポーツ公園
での雨水貯留
機能確保・維持 

ゲートボール場の雨水貯留機能を維持す
るために、出水後に土砂と雨水を分離す
る構造になるよう、改修を検討する。 

福崎町 
 

 

校庭貯留 福崎高校等において、校庭貯留の実施を
検討する。 

県 
福崎町 

 

雨水貯留施設
（住宅・店舗等） 

助成制度 各戸貯留の普及啓発を行うとともに、補
助制度の創設について検討する。 

福崎町  

森林整備・保全 森林整備 緊急防災林整備、里山防災林整備等によ
り森林の保水力維持に取り組む。 

県 
福崎町 

 

 

なお、福崎町内ではモデル地区以外でも局所的な浸水被害が度々発生しており、

「七種川地区」での取り組みを先導事例として、福崎南ランプ周辺や高橋ハス池

及び大谷池の下流域における浸水被害の軽減に向けた取り組みを検討していく。 

  



 

③ 減災対策 

減災対策は、浸水被害が発生しても人命を守ることを第一に考え、下表に示す

対策について重点的に取り組む。 

また、減災対策の重要性を県民が認識し、災害時に的確な避難が行えるよう、

県民は日頃より防災学習に取り組み、県と町は協力して防災学習の支援に取り組

む。 

減災対策 

区分 取組名称 取組内容 取組主体 備考 
浸水による被害
軽減に関する学
習 

地域防災マ
ップづくり
の実施 

ハザードマップの見方や水位情報の見方等、情報
の活用方法について、学習するとともに、各地区
独自の防災マップづくりを行う。 
地域が主体となり、まち歩きの実施や住民同士の
情報共有により、地域防災マップづくりを行う。 

福崎町 
県民 

 

浸水による被害
の軽減のための
体制の整備 

災害時要援
護者避難支
援プランの
推進 

水害等に備え、要援護者の避難支援を迅速かつ的
確に行うため、平常時から要援護者に関する情報
の把握、防災情報の伝達手段・体制の整備及び避
難誘導等の支援体制の確立を目的として、「災害時
要援護者避難プラン」を作成し、要援護者名簿及
び要援護者ごとの個別支援計画を作成しており、
毎年更新を行う。 

福崎町 
県民 

実施中 
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潮
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潮
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築
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岸
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岸
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を
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備
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蓄
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【参考資料】流域対策に活用できる地域資源のポテンシャルの試算 

（3）船場川上流地区（姫路市） 

① 貯留可能容量の推定 

流域内にある施設を対象として、流域対策を実施した際の効果として、施設の

貯留可能容量について、概算する。 

流域内貯留可能容量 

施設種類 
施設数 

（施設） 

面積 

（ha） 

貯留可能容量 

（千 m3） 
貯留可能容量の考え方 

学校 

小学校 
中学校 

14 14.7  44.0 
校庭面積×水深 0.3m(身長考慮) 

（中高一体校は中学校で面積計測） 

高校 
大学等 

11  9.7  29.0 校庭面積×水深 0.5m(身長考慮) 

公園 
街区公園 24  4.0   8.0 

敷地面積 0.1ha 以上を対象として 

敷地面積×水深 0.2m（幼児考慮） 

大規模 
公園 

 8 77.8  15.6 
総合公園や都市緑地等の大規模公園は、 
敷地面積×貯留面積補正率 0.1×水深 0.2m 

大規模
施設 

官公庁  2  0.7   7.0 
敷地面積×駐車場面積補正率 0.3×水深 0.1m 

（車のマフラー高考慮） 

大規模 
公共施設 

21 11.4  11.4 
敷地面積×駐車場面積補正率 0.3×水深 0.1m 
（車のマフラー高考慮） 

各戸貯留 13,448 －   2.7 
雨水貯留ﾀﾝｸ容量 200 ﾘｯﾄﾙ(=0.2m3)×施設数※ 

※施設数は、姫路市の 0.0019(戸/m2)×建物用地面積 

農林 
施設 

ため池  6  6.3  31.5 
満水時面積 0.5ha 以上を対象として 
満水時面積×事前放流 0.5m 

水田 － 14.1  14.1 水田面積×農振内水田比（姫路市 0.77)×水深 0.1m 

合計 － － 163.3 
 

 

※本検討はあくまで想定の貯留量であり、整備メニューを限定するものではない。この他にも

透水性舗装や浸透桝等の浸透施設等の取り組みによる効果も考えられる。また、実施にあた

っては、校庭貯留やため池の治水利用等、所有者の同意の下、施設に適した対策を推進して

いく必要がある。 
 

② 流域対策整備効果の試算 

モデル地区流域内の平成23年台風12号における浸水

実績範囲は 21 万 m2であり、流域内の貯留可能容量 16

万 m3 の内、50%の容量を活用すると浸水実績範囲で約

40cm、20%の容量を活用すると浸水実績範囲で約 15cm

の浸水が軽減することとなる。実際には施設の直下流で

の効果が大きく、浸水範囲内で一律の効果とはならない

が、多くの協力により、浸水が軽減することが見込める。 

実績浸水範囲における浸水軽減効果 

貯留活用 
 

貯留可能容量 
（千 m3） 

実績浸水面積 
（千 m2） 

浸水深軽減効果 
（m） 

50% 81.7 
214.0 

0.38 
20% 32.7 0.15 

 

※本検討は、あくまで想定の貯留容量に貯留した場合の効果であり、実際には、貯留しながら、

放流する等、現実の貯留効果とは異なる。  

流域対策実施前の被害が床上浸水
(浸水深約 60cm)と想定した場合、流域
対策実施を実施すると、床下浸水にな
り、大切な家財道具等が守られます。 
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（4）七種川地区（福崎町） 

① 貯留可能容量の推定 

流域内にある施設を対象として、流域対策を実施した際の効果として、施設の

貯留可能容量について、概算する。 

流域内貯留可能容量 

施設種類 
施設数 
（施設） 

面積 
（ha） 

貯留可能容量 
（千 m3） 

貯留可能容量の考え方 

学校 

小学校 
中学校 

  1  0.7   2.0 校庭面積×水深 0.3m(身長考慮) 

高校 
大学等 

  2  1.2   3.7 校庭面積×水深 0.5m(身長考慮) 

大規模
施設 

大規模 
公共施設 

  3  2.4   2.4 
敷地面積×駐車場面積補正率 0.3×水深 0.1m 
（車のマフラー高考慮） 

各戸貯留 882 －   0.2 
雨水貯留ﾀﾝｸ容量 200 ﾘｯﾄﾙ(=0.2m3)×施設数※ 

※施設数は、福崎町の 0.0010(戸/m2)×建物用地面積 

農林 
施設 

ため池  10 11.0  55.0 満水時面積×事前放流 0.5m 

水田 － 87.2  87.2 水田面積×農振内水田比（福崎町 0.60)×水深 0.1m 

合計 － － 150.5 
 

 

※本検討はあくまで想定の貯留量であり、整備メニューを限定するものではない。この他にも

透水性舗装や浸透桝等の浸透施設等の取り組みによる効果も考えられる。また、実施にあた

っては、校庭貯留やため池の治水利用等、所有者の同意の下、施設に適した対策を推進して

いく必要がある。 

 

② 流域対策整備効果の試算 

モデル地区流域内の平成23年台風 12号におけ

る浸水実績範囲は 14.0 万 m2であり、流域内の貯

留可能容量 15.1 万 m3の内、50%の容量を活用する

と浸水実績範囲で約 50cm、20%の容量を活用する

と浸水実績範囲で約 20cm の浸水が軽減すること

となる。実際には施設の直下流での効果が大きく、

浸水範囲内で一律の効果とはならないが、多くの

協力により、浸水が軽減することが見込める。 

 

 

実績浸水範囲における浸水軽減効果 

貯留活用 貯留可能容量 
（千 m3） 

実績浸水面積 
（千 m2） 

浸水深軽減効果 
（m） 

50% 75.3 
139.7 

0.54 
20% 30.1 0.22 

 

※本検討は、あくまで想定の貯留容量に貯留した場合の効果であり、実際には、貯留しながら、

放流する等、現実の貯留効果とは異なる。  

流域対策実施前が子供の腰までの浸水と
想定した場合、流域対策を実施すると、くる
ぶしまでの浸水になり、子供でも避難しや
すくなります。 
※浸水の中を避難することはとても危険です。 

 早めに避難することを心がけましょう。 
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